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(百万円未満切捨て)

１．2023年２月期第３四半期の連結業績（2022年２月21日～2022年11月20日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期第３四半
期

305,743 ― 6,989 ― 7,986 ― 4,787 ―

2022年２月期第３四半
期

322,707 0.6 9,863 7.7 10,833 8.6 7,270 14.8

(注) 包括利益 2023年２月期第３四半期 5,787百万円( ―％) 2022年２月期第３四半期 7,904百万円( 34.0％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年２月期第３四半期 91.27 －

2022年２月期第３四半期 138.62 －
　

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首
から適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おり、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 303,673 180,919 58.9

2022年２月期 299,476 177,332 58.5
(参考) 自己資本 2023年２月期第３四半期 178,757百万円 2022年２月期 175,188百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年２月期 － 19.00 － 23.00 42.00

2023年２月期 － 19.00 －

2023年２月期(予想) 23.00 42.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2023年２月期の連結業績予想（2022年２月21日～2023年２月20日）

(％表示は、対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 409,000 ― 10,800 ― 12,200 ― 6,500 ― 123.93
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

（注）第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用するた
め、上記の連結業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、対前期増減率は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） ― 、除外 ―社（社名） ―
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注)詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年２月期３Ｑ 52,546,470株 2022年２月期 58,546,470株

② 期末自己株式数 2023年２月期３Ｑ 97,844株 2022年２月期 6,097,756株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期３Ｑ 52,448,674株 2022年２月期３Ｑ 52,448,885株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社グループは、第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020

年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。この結果、前第３四半期連結累計期間と

収益の会計処理が異なることから、以下の経営成績に関する説明において、増減額及び前年同期比（％）を記載せず

に説明しております。

当第３四半期連結累計期間（2022年２月21日から2022年11月20日まで）におけるわが国経済は、新型コロナウイル

ス感染症の影響による経済活動の制限の緩和により景気は緩やかに持ち直しの動きがみられました。一方で、ロシア

によるウクライナ侵攻の長期化、それに伴う原材料・エネルギー価格の高騰、急激な円安の進行や物価の上昇などに

より、今後も先行きは不透明な状況です。

国内小売業界におきましては、行動制限の解除により前期のような営業時間の短縮や休業は発生しなかったものの、

供給面の不安や原材料価格の動向により、商品仕入価格や光熱費が高騰するなど、業界を取り巻く環境は非常に厳し

くなっています。加えて、顧客満足度向上及び販売力向上と生産性改善のための投資を積極的に実施したことで、投

資に伴う一時費用が増加しました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、営業収益3,057億43百万円（前年同期3,227億７百万円）、営業

利益69億89百万円（前年同期98億63百万円）、経常利益79億86百万円（前年同期108億33百万円）、親会社株主に帰属

する四半期純利益47億87百万円（前年同期72億70百万円）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、当第３四半期連結累計期間の営業収益は181億２百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ47百万円増加しております。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ41億96百万円増加し、3,036億73百万円となりま

した。この主な要因は、有形固定資産が18億25百万円、商品及び製品が15億31百万円、無形固定資産が８億77百万円

増加したこと等であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ６億９百万円増加し、1,227億54百万円となりました。この主な要因は、契約負債

が29億71百万円、支払手形及び買掛金が15億70百万円、賞与引当金が14億49百万円増加し、未払法人税等が19億99百

万円、長期借入金が18億３百万円、短期借入金が７億76百万円減少したこと等であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ35億87百万円増加し、1,809億19百万円となりました。この主な要因は、利益剰

余金が94億76百万円減少した一方で、自己株式が121億14百万円減少、為替換算調整勘定が12億43百万円増加したこと

等であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当連結会計年度の業績予想数値は、2022年９月２９日公表時より変更ありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,876 34,304

受取手形及び売掛金 7,084 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 7,605

商品及び製品 18,207 19,738

原材料及び貯蔵品 166 173

その他 5,262 6,508

貸倒引当金 △39 △44

流動資産合計 65,557 68,284

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 89,069 86,889

土地 96,245 96,081

その他（純額） 7,751 11,921

有形固定資産合計 193,067 194,892

無形固定資産

のれん 740 690

借地権 5,554 5,613

その他 3,355 4,223

無形固定資産合計 9,649 10,526

投資その他の資産

投資有価証券 3,751 3,299

敷金及び保証金 19,156 18,594

繰延税金資産 5,162 5,296

その他 3,437 3,124

貸倒引当金 △305 △345

投資その他の資産合計 31,202 29,969

固定資産合計 233,919 235,388

資産合計 299,476 303,673
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,596 32,167

短期借入金 15,326 14,550

未払法人税等 2,430 431

賞与引当金 1,373 2,823

ポイント引当金 7,868 －

契約負債 － 2,971

返金負債 － 7,929

利息返還損失引当金 61 50

閉店損失引当金 830 968

役員賞与引当金 31 －

債務保証損失引当金 － 50

その他 27,638 27,155

流動負債合計 86,160 89,097

固定負債

長期借入金 14,926 13,122

退職給付に係る負債 8,451 8,172

資産除去債務 3,242 3,259

受入敷金保証金 8,544 8,507

繰延税金負債 68 79

その他 751 514

固定負債合計 35,984 33,656

負債合計 122,144 122,754

純資産の部

株主資本

資本金 11,614 11,614

資本剰余金 19,748 19,748

利益剰余金 152,252 142,775

自己株式 △12,312 △197

株主資本合計 171,303 173,941

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 737 427

為替換算調整勘定 2,907 4,150

退職給付に係る調整累計額 240 238

その他の包括利益累計額合計 3,884 4,816

非支配株主持分 2,144 2,162

純資産合計 177,332 180,919

負債純資産合計 299,476 303,673
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年２月21日
　至 2021年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年11月20日)

営業収益

売上高 302,407 280,237

営業収入 20,299 25,505

営業収益合計 322,707 305,743

売上原価 213,070 195,920

売上総利益 89,337 84,317

営業総利益 109,637 109,823

販売費及び一般管理費 99,773 102,833

営業利益 9,863 6,989

営業外収益

受取利息 204 207

受取手数料 484 441

受取補助金 34 81

その他 384 355

営業外収益合計 1,108 1,085

営業外費用

支払利息 19 18

支払補償金 79 9

その他 40 60

営業外費用合計 139 88

経常利益 10,833 7,986

特別利益

固定資産売却益 49 134

助成金収入 833 129

閉店損失引当金戻入額 － 224

投資有価証券売却益 0 637

その他 148 93

特別利益合計 1,031 1,218

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 21 －

固定資産売却損 1 10

固定資産除却損 168 371

減損損失 564 737

閉店損失引当金繰入額 76 456

その他 4 130

特別損失合計 836 1,705

税金等調整前四半期純利益 11,027 7,499

法人税等 3,721 2,710

四半期純利益 7,306 4,788

非支配株主に帰属する四半期純利益 35 1

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,270 4,787
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年２月21日
　至 2021年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年11月20日)

四半期純利益 7,306 4,788

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △164 △309

為替換算調整勘定 815 1,311

退職給付に係る調整額 △53 △2

その他の包括利益合計 597 999

四半期包括利益 7,904 5,787

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,825 5,718

非支配株主に係る四半期包括利益 78 69
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2022年４月５日開催の取締役会決議に基づき、2022年４月20日付で、自己株式6,000,000株の消却を実施

しております。この結果、第１四半期連結会計期間において利益剰余金及び自己株式がそれぞれ12,114百万円減少

し、当第３四半期連結会計期間末において利益剰余金が142,775百万円、自己株式が197百万円となっております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

当社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等

の適用による主な変更点は次のとおりであります。

(1)代理人取引に係る収益認識

顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当する取引につきまして、従来は顧客から受け取る対

価の総額を収益と認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認

識することとしております。

　(2)自社ポイント制度に係る収益認識

自社ポイント制度により会員の購入金額等に応じて付与するポイントについては、従来、将来の利用が見込まれ

る額を「ポイント引当金」として流動負債に計上し、引当金繰入額は販売費及び一般管理費に計上しておりまし

たが、付与したポイントを商品の値引きとして使用する取引については、付与したポイントを履行義務として識

別し、収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。また、付与したポイントを現金で払い戻す取引につい

ては、将来の失効見込み等を考慮した金額を負債として認識し、売上高から控除する方法に変更しております。

なお、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「ポイント引当金」は、第１四

半期連結会計期間より、履行義務と認識した金額を「契約負債（流動負債）」として表示し、将来現金の払い戻

しが見込まれると認識した金額を「返金負債（流動負債）」として表示することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識

会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変

更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四

半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は18,102百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益はそれぞれ47百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は53百万円増加しており

ます。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。
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　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる、当第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表への影響はありません。

　


